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高等教育研究　第6集　（2003）

専門学校の発展と高等教育の多様化

吉本　圭一

1。はじめに

　本特集号のねらいは，多方面に展開する高等教育の「フロンティア」とそ

の発展の方向を探究するとともに，揺れ動く大学教育という「コア」の理解

を深め，今日の高等教育をシステムとして把握しようとするものである．本

稿は，その検討のひとつとして，フロンティアとしての専門学校がどのよう

に発展を遂げ，どのように高等教育システムの基本セクターとして統合され

ているのか，あるいは今後どのようにシステムの基本要素として統合されて

いくのか，という問いを扱うものである．

2。専門学校はどれほどに「非大学」的であるか？

　さて，その専門学校（専修学校専門課程）は，すでに20年をこす歴史をも

ち，またコーホートの2割の進路を受け持つ機関として発展してきているに

もかかわらず，高等教育研究としての体系的な研究が乏しい領域のひとつで

ある．もちろん，専門学校という名を冠した著書や論文も多数あり，専門学

校研究者として認知されている諸先生方がおられることも間違いない1）．し

かし，それで，高等教育システムの中での専門学校の位置づけについて，社

会的に，あるいは少なくとも専門家の中で共通の理解が得られているのかと

いうと，著者にはどうも疑わしい．それは研究者や論文の問題ではなく，専

門学校というもののもつ本来的に多義的な性格に由来しているのではなかろ

うか．
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　つまり，大学の果たす機能以外を担いマーケットに柔軟に対応する機関と

いう定義をすれば，それは大学についての明確な共通理解が前提となっては

じめて定義できる性格のものである．この，高等教育のコアと位置づけられ

るべき大学というものにしても，どれほどの共通性があるのかというと，

「教育と研究の統合」や「学問共同体の自律性」など古今東西その疑問をめ

ぐってさまざまの大学論が尽きない（市川2000参照）ことからも分かるよ

うに，結局のところ，きわめて広範囲の多様性を内包するものであることは

間違いない（天野2003）．とはいえ，今日「大学」や「univers1もy」という

ものを中心的要素とする高等教育システムが論じられるときには，各国の

「大学」や「顧versiもy」の個性を超えた何らかの共通性が前提とされてい

るはずである．それを前提としながら，専門学校などが「非大学セクター」

と一括される場合には，その特性は当然ながら「大学」が有していない機能

として語られるのであり，「大学」に共通性がなければ「非大学」の共通の

方向性を見いだすのはなおのこと困難である．

　ところが，世界各国で，1970年代以後に，この「非大学セクター」が拡大

を遂げているのである．中等教育以後の教育システムの中で，「大学」とよ

ばれるセクターと，それと異なるカテゴリーで称されるセクターとが存在す

る場合に，後者の拡大が多くの国で注目されてきたし（Clark　1990：訳書

1994，阿部・金子編1990），今日欧州では，その理解および性格づけは，欧

州統合の新たな枠組み形成において，極めて現実的でかつ戦略的な政策的課

題となっている（Pau1，　Teic撮er　and　Velden　eds．2000参照）．アメリカのコ

ミュニティ・カレッジ，ドイツのファッハ・ホッホ・シューレ，イギリスの

継続教育カレッジや，フランスのIUT・STS，オランダの｝｛BO，ブインラン

ドのAMK，韓国の専門大学などは，それぞれの中等後教育システムの必須

要素となり，中等後教育拡大の重要な役割を担ってきた。しかし，それらの

唯一確かな共通性というのは結局のところ「大学」でないというその点だけ

であり，その他の共通性については，以下のような特色がさまざまな濃淡で

組み合わされたものである．

　すなわち，1）ほとんどの場合に現代的な職業領域の教育や訓練に焦点を

当てている機関ないし課程であり，2）修業期間では，各国における「大

学」よりも短期の教育課程が多く，3）アカデミックな中等教育修了後すぐ

に高等教育を開始しフルタイムで学習する伝統的学習者とは異なる成入学習
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者などの非伝統的学習者を重要な顧客としており，また学位取得に直結しな

いパートタイム学習の領域との相互浸透性が高い場合もあり，4＞国内的な

教育・訓練制度の中で，後期中等教育段階の発展として位置づけられる専攻

科や，職業訓練体系の高度領域に位置つくもの，国内的に大学とは呼ばれな

いが，国際的に「第一学位」として通用’可能な「非大学型セクター」の場合

もある．そして，5）財政やマネージメントにおいて中央政府よりも地方政

府の監督下にあるものもある．

　ところで，大学が歴史的にもっとも長寿の教育機関であるといわれる場合

にも，パリ大学やボローニャ大学が中世以来の機能をそのまま果たし続けて

いるわけではなく，大学というものが，新たに社会的に求められる要請に応

じて，次々に新しい洋服を重ね着していくように，さまざまの機能を担うよ

うになっていったのであり，それは一つの大学が担っている場合もあれば，

むしろ異なる機関によって担われることもある．ベン・デイビッドの「学問

の中心地」移動説は，そうした社会的な要請と重ね着の困難さに由来すると

いうことでもあろう．

　さて，天野郁夫（2003）は，一方で国際的にはグローバル・モデルとして

のアメリカ高等教育システムの誕生を「学問の中心地」移動説によって把握

するとともに，日本の高等教育システムについては，戦前期の「二：元重層構

造」モデルの確立とその戦後的な展開を軸として，日本においては，「旧制

専門学校」という周辺・周縁が，大学という「コア」へ編入されつつシステ

ムが拡大していく日本的構造をきわめて巧みに描いている．

　現代日本の「専門学校」はどうであろうか．今後，戦前期から戦後改革期

の経験と同じように，「大学」というカテゴリーに編入され，あるいは「大

学」というカテゴリーを拡張していくのであろうか．それとも，大学とは独

自の特質をもつセクターとして発展し，新たな「学習の中心地」として位置

づけられ，日本的な「高等教育システム」を形成していくのであろうか．著

者は，この問いに直接回答するために必要十分な情報を持ち合わせていない

し2），今日，確実な社会展望が見えているわけでもない．そこで本稿では，

專門学校の動向を既存の統計で把握しながら，いくつかの将来展望を検討す

るための仮説を設定していくことを課題としたい．
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3。21世紀の高卒進路動向予測と現実の展開

　専門学校は，その制度発足当初から，教育関係者の高い関心を集めてきた．

なかでも，教育社会学関係者は，専門学校の役割を事実の中から，データか

ら明らかにし，さらには進路動向を予測するというアプローチをとってきた．

専門学校関係者が，「スペシャリスト社会」の到来における独自の專門的人

材ニーズを強調するのに対して，近藤・岩永（1985）や岩木・耳塚（1986）

は，もっぱら「受け皿」論を展開した．つまり，1970年代後半から1980年代

前半には，若年人口の漸増と大学の定翼管理強化に伴って大都市圏で大学進

学が困難な層が専門学校への進路転換をしたと見たのである．20世紀末には，

その単純化した形態で，リクルート社が，表1のような18歳人口の減少を見

越した高卒進路動向の予測を行った（リクルート1997）．このモデル設定自

体，「進学希望，就職希望，無業」の残余として専門学校進学希望が組み込

まれており，そこからの当然の帰結として，専門学校進学者が2014年には

9。2％に落ち込むという予測をしたのである．

　まだ，予測から数年しか経過していないのであるが，すでに，この予測と

は大いに異なる未来が到来している．すなわち，表2の通り，専門学校の進

学率が拡大し，短期大学の進学率が減少している．これを天野（2003）は，

「短大が敗者であることが明らかになった」（天野2003，16頁）と宣告を下

している．短大が，女子の4大進学と就職難での専門学校人気の挟撃にあっ

てシェアを奪われたというのは実にタイムリーな診断であるが，それでは，

ごく数年で明らかになったクリアーな結果が，その数年前には全く予測でき

なかったのだろうか．あるいはこの数年で特に何がどう変わったのか，この

あたりの説明についてはよく分からないところである．

表璽1997～2014年の高卒進路動向予測

年 専門学校　　　短大 大学

1996 19．4％

1999

Q004

Q009

Q014

18．6

P8．9

P2．3

X．2

　12．8％一一一一一　一肌一咽一一一一

@！！．5

@11．5
@11．5

@1L5

　33．4％一一一”牌騨四一一牌榊闇鼎㎜

@37．0

@38．9

@47．4

@48．5

注＞1996年については実測値，他は予測値．

出所）　リクルート　（1997）表ユよりf乍成．
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表2　18歳人口に対する専門学校・

　　短大・大学進学率

年度
專修学校

ｸ門課程
短期大学 大学

！990 16．9％ 11．7％ 24．5％

1991 ！7．3 12．2 25．5

1992 ！7．8 12．4 26．4

1993 ！8．2 12．9 28．0

1994 18．5 ！3．2 30．1

1995 18．9 13．1 32．0

1996 19．4 ！2．7 33．4

1997 19．5 ！2．3 3畦．9

1998 19．4 11．8 36．4

1999 20．0 10．9 38．1

2000 20．8 9．4 39．7

2001 21．6 8．6 39．9

2002 22．5 8．1 40．5

出所）文部科学省『学校碁本調登報告書』各年版より作成。

　ともあれ，以下，専門学校に固有の学生を惹きつける機能とはどのような

ものか，また専門学校自体が構想する将来への志向性がどの辺にあるのか，

（ユ）職業専門教育の機能，（2）大学との接続の機能，（3）生涯学習の機能について，

その実態を確認していこう．

4．専門学校はその「専門性」が評価されるようになったのか？

　専門学校が18歳マーケットにおけるシェアを拡大しつつあることが明らか

になった．つまり，専門学校が，定員や志願者数等で定式化され機能的に推

計されるような形での大学短大の「受け皿」という以外の機能をもち，そこ

で学生層を惹きつけていると考えていく必要があるだろう．さて，それは，

現代的な職業的スキルやコンビチンシーに直結する専門性なのだろうか？

　もちろん一定範囲，看護・福祉領域での専門的な職業への需要に応じて，

そうした分野での進学者が増加していることも後述の学科数の変遷から見て

も間違いないが，必ずしもそれだけで語り尽くすことはできない．そもそも，

日本がスペシャリスト社会になるというのは，繰り返し語られてきたことで

あって，この時期に特段にそうした変化があったとも思われない．国際標準

職業分類亙SCOでは，職務の責任性および威信を踏まえた職業の分類をして
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おり，準專門職・テクニシャン層の統計カテゴリーが用意されているが，わ

が国の日本標準職業分類では，依然としてこうした考え方の導入に踏み切る

には至っていない．高卒2年程度の専門学校修了後に就職する職業領域を，

特定のカテゴリーで包括的に扱うような認識が特段に高まっているわけでは

ないのである3）．

　実際の専門学校卒業者の就職動向をみても，図1の通り，専門職としての

「関連分野就職」が多い学科もあれば，そうでない学科もあり，そして関連

分野就職が高い学科だけに学生が集まっている訳でもないのである．全学科

合計でみると，卒業者の70．4％は関連分野に就職しているが，8．0％の卒業

生は関連分野以外に就職しており，工業分野や医療分野では平均以上に関連

分野で就職しているのに対して，文化・教養分野や商業実務分野では，関連

分野就職率が全体平均を下回り，関連分野就職者が半数を下回っている分野

まであるのである．そうしてみると，大学・短大には，こうした「関連分野」

という簡便な統計が大学・短大にはないが，医学部から医者というように明

らかに関連分野に100％近く就職する分野から，人文・社会科学系のように

そうした「関連分野」就職の把握困難だが，相当に低いと社会的に理解され

ている分野まであり，大学と専門学校との専門職的労働市場への対応のちが

いは，むしろ程度の差とみるべきであろう。こうした面からみて「世の中，

專門職志向だから」ということで大学・短大から専門学校に進路希望を変換

　く　

　　　　　　　　　図亘関連分野への就職者の比率（1999痢
　　　　　　　注〉専門分野は，卒業生1，500名以上の学科だけについてプロットした．

　　　　　　　資料出所）文部科学省『平成II年学校基本調査報告書』より作成．
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するとは理解しにくいところである．

　そもそも，専門課程卒業者の2L6％が卒業者と就職者の差として浮かびあ

がってくる．学校基本調査ではこれ以上に特段の統計的な把握はなされてい

ないが，推測するに，就職していない無業者が大半を占めるはずである．い

ずれにしても，専門関連分野に集中して就職するタイプの学科と，多様な進

路に分散したり，専門分野と関連しない分野で就職する者が多かったりする

タイプの学科とがあるということになろう．また，前者だけが学生を集めて

いるのではなく，関連分野就職率の高い工業分野の学生数が減少し，文化教

養分野の学生が増えていることも重要であろう．

　ただし，市場への対応性という点でこの学科の設置・廃止や学科内での学

生数の増減などが，臨機応変に行われていることは重要なポイントであろう．

図2は，専門課程学生数を，専修学校の8分野別にみたものである．ここで

も，工業分野や商業実務の分野で，バブル崩壊前後まで学生数の急速な拡大

があり，その後学生数が半数以下に落ち込む一方，医療や教育社会福祉分野

が拡大し，文化・教養分野も一定のシェアを維持しているというように，分

野の消長も顕著である．学科数でみると，家政（服飾関係）の学科がその発

足当初から半減しているのであり，こうした学科の新設・廃止が素早くでき

るところに，全体としての専修学校の学生規模の成長の秘訣がある．

　（入）

250．000

200，000

150，000

ユ00，000

50．000

加工二
曲農業
¥医療

→←衛生

＋教育社会橿祉
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申家政
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〆
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　　／四一戦、瓶
　♂　　　　　　　　　　　、、　　　　　　　　　　榊雄一一鳳

〆

1980　　　　　　　　　　　　　　1985　　　　　　　　　　　　　　1990　　　　　　　　　　　　　　1995

　　　　図2学科別の専門課程在学者数の推移
　　資料崖所）文部科学省『学校基本調査報告書」各年版より作成。

＿＿嚇＿＿＿働一聯螺一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1999年
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　また，学生や卒業生が必ずしもみな「スペシャリスト」を目指していると

いうわけではないことにも注目しておく必要があろう（斉藤2002参照）．専

門学校卒業者に対して将来のキャリアプランを調査した結果（東京都専修学

校各種学校協会1999a）をみても，「望ましいと思う職業のコース」として

必ずしも，「専門」のスペシャリストとしてキャリアを深めたいという者だ

けではない．「専門を生かして独立するコース」（21．O％）や「ある分野に特

化した専門職コース」（17．5％）を希望する者も一定数いるが，むしろ「他

の分野も経験しながら専門分野を深めていくコース」がもっとも多く38．4％

を占めており，「一般職コース」（U．2％）などを志向する者もいることがわ

かる。とくに後者のグループでは，特別に狭い範囲の専門性が期待されてい

る訳ではないのである．すなわち，ここでも専門学校で明らかな特徴がみら

れるというより，大学や短大の学生・卒業生の志向性と格段の違いはないよ

うにみえる．そして今日，大学の「専門学校化」と呼ばれるように，大学側

でも就職支援のための活動，資格取得のための活動や，カリキュラムが開発

されつつあり，「職業専門性」だけで專門学校が勝ち残ったとはいえないの

である．

5。大学・短大との対等性シンボルとしての「専門士」と「編入学」

　1998（平成ユ0）年6月12日に「学校教育法等の一部を改正する法律」が公

布され，従来は短大・高専等の卒業者のみに与えられていた四年制大学3年

次編入学が，「修業年限が2年以上で，総授業時間が1，700時問以上」の専門

学校卒業者にも門戸が開かれることになった．

　福岡県専修学校・各種学校協会のホームページでも，「これにより，これ

までは専門学校卒業後に大学へ入学する場合は1年次から始めなければなら

なかった学習が短期間に効果的に行われるようになりました．これらのこと

は，専門学校における2年間の学習が，真の意味で大学や短大における2年

聞の学習と互換できるものと認められたことであり，専門学校の高等教育機

関としての確固たる評価を表したものにほかなりません」と紹介している4），

　門下学校関係者による1条校との対等性を確立していくための努力は，

1976年の「専修学校制度と専門課程」の成立に始まり，1985年には高等専修

学校卒業者への大学入学資格の付与，！99ユ年に専修学校での学修の大学・短

大における単位認定の方法の確立，1994年には大学・短大での学修の専門学
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校における科目履修の認定とつづく．その仕上げとして，！994年に専門士制

度が創設され，2000年現在で専門学校のうち89％の学校が専門士の称号を付

与できる学校として認定され，そしてユ998年に，大学3年次編入学を可能に

する上記の改正で，悲願を実現した（倉内2000，28－29頁）かにみえる．

　ところが，今のところ，専門学校から大学への編入学は量的に拡大してい

ない．図3をみても，通学課程の4年制大学3年次編入のほとんどは短大出

身者であり，2002年度でも専門学校出身者は1，729人と前年と同水準であり，

これは奪門士取得者中の1％に満たないのである5）．

　それは何故なのか．大学設置基準の大綱化以後，専門教育を4年間の学士

課程の中でどのように展開するのかの決定は各大学に委ねられているけれど

も，放送大学のようにすべて学士課程全体が教養学部教育として，カリキュ

ラムにおける順次性・系統性についての厳格さがさほど強調されなければ問

題は小さいが，一般には教養的教育が低年次，専門教育が高年次という組み

合わせのため，専門学校卒業者を編入学で受け入れれば，低年次の教養的教

育に相当する単位を一括認定するか，あらためて彼らのために高年次に教養

的科目を多く選択できるように準備せざるを得ないのである．

　この点で，年刊の雑誌『専修教育』各号やその他の文書をみても，専門学

校と大学との接続性を向上させるために，専門学校関係者がそうした危惧を

もって奮闘しているようには見えないのである．先の福岡のホームページで

も，そのうち受入れが拡大するだろうと希望的な観測を述べるにとどまって

いる。どうしてだろうか．あるいは，実際には，専門学校卒業者の大学編入

　（人）

20，000

15．000

1α000

5，0GO

専修学校（専門課程から）

高等導門学校から
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0
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　　　　図3　大学（学部）への編入学者数
　　　　資料出所）文部科学省r学校基本調査報告書』．
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学を重要な学習経路として求めていないのではないだろうか？　一面では，

「大学・短大との対等性のシンボル」こそが重要だったという読み方も可能

なのかもしれない6＞．

6。専門学校は，それでは生涯学習マーケットに活路を見いだしたのか？

　（1）非伝統的学習者の受け入れ

　専修学校の中核部分の専門課程の入学者構成をみると，1999年忌段階で，

88，314人の入学者が，同年の新規高卒者以外であり，新入生申の28．6％にあ

たる．この意味で，一定の範囲では生涯学習機能を果たしていることが明ら

かである。とはいえ，この機能は，制度創設以来ずっと保持しているもので

あり，近年ほとんど変化しておらず，その規模が増加しているわけではない．

また，一般課程など専門課程以外も含めて，大学・短大卒業直後に専修学校

に入学した者が23，952入いるため，いったん職業生活を経験してからリカレ

ソト学習の一環として専門学校に入学している20歳代なかば以後のいわゆる

成入学習者は，およそ6万人程度と推測するほかない．また，そうした油入

学習者にとって適合的な学習形態である昼間開講以外の専門課程の数は，

1980年の1，171学科から1999年の653学科まで，制度発足当初からむしろ減少

をつづけ，ほぼ半減し，全学科数8，267のユ割に満たない状態になっている

（後述の図4参照）．つまり，専門学校が，生涯学習マーケットにシフトし

たとは言い難いのである7）．

　それでは，先の大学・短大卒業直後に奪門学校に入学する学生についてだ

け統計があるのはどうしてなのだろうか。いわゆるダブルスクール現象とし

て，大学・短大在学中に専修学校で学習するケースが注目されてきたが，さ

らに大学・短大卒業直後の専門学校入学も，新たな顧客層としてのねらいが

あるのだろうし，それは大学・短大よりもある程度「上級」というシンボル

的な価値をもつ指標なのかもしれない．ともあれ東京都專修学校各種学校協

会の調査統計部で行われた「専門学校に学ぶ大学・短大卒業生等の学歴観・

職業観調査」もあり，その結果をみると，いわゆる「ダブルスクール」学生

の彼らは，専門学校と，大学・短期大学・高等専門学校双方の教育を受けて

みた結果，専門学校教育の方がより「授業内容に興味が持てる」（64．7％），

「教員が熱心」（50．1％），「職場で役立ちそう」（58．9％），「就職に有利」

（44．3％）であり，大学・短期大学・高等専門学校の方がより「豊かな入間

92



専門学校の発展と高等教育の多様化

性が身につく」（48．7％），「幅広い教養iが身につく」（61．9％）という印象を

持っているということが明らかにされている（東京都専修学校各種学校協会

1999b）．

　（2）専門学校をめぐる行財政システムと新たな展開可能性

　目ざましく拡大した専修学校の高等教育システムにおける位置づけを考え

るうえで，結局は，その拡大をささえた多様性・弾力性の大きさがネックに

なる可能性もある．つまり，各種学校から新制度へ移行していく過程で，質

的基準確保についてのさまざまの課題を残してきた．そして，そのことが再

三にわたる総務庁の行政監察で指摘されてきた．1987年には制度発足以来3

度目の行政監察では，次のような3点の改善措置が求められている．すなわ

ち，1）生徒募集方法等の改善としては，入学案内，募集広告に学科ごとの

授業内容・取得可能な資格・卒業生の就職情報などの情報が正確に記載され

るよう指導方針を作成すること，2）学校，課程の設置の見直しとして，専

修学校としての組織的な教育が行われていないものについては廃止を含めた

設置の見直しを指導すること，高等課程と専門課程の混合クラス編成や同一

授業内容で授業を行っているものについては，教育内容に即したものへの改

編を指導することなど，3）教育条件等の確保については，教員資格，授業

時間数に関する専門学校設置基準遵守の指導などが指摘されている（全国専

修学校各種学校総連合会1995，61－63頁）．

　このように，機能や方向性とともに，実態としてもいろいろな顔をもち機

動性にあふれるが故に，今日，専門学校は，高等教育政策の一環としての，

公的な助成・支援の対象としての議論が成立しにくい機関類型となっている

のである。

　他方，それは雇用政策や経済産業政策にとって，適切な政策手段としての

位置を探しうるという見方も可能である．経済戦略会議（1999）では，雇用

保険給付を「能力開発バウチャー」に替えて，訓練の活性化を提起している．

経済産業省の加藤（1999）によれば，企業，地方自治体，二等からの出資に

より基金を設置し，地域と密接に連携しながら，能力開発教育サービスを提

供する「日本版コミュニティ・カレッジ」が構想され，その受け皿のひとつ

として専門学校に眼が向けられている．現在，専門学校で対応している失業

者と能力開発のための教育訓練給付金制度への認定された資格講座，委託職

業訓練として雇用促進のための訓練プログラムの特注での提供などが徐々に
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進められている、が，その延長に「日本版コミュニティ・カレッジ」が戦略

的な政策課題に組み込まれうるのである．

7、「しつけ」としての専門学校？

　（1）18歳マーケットにおける「しつけ」ニーズへの対応

　このように，専門学校の拡大の中核を支えているのは，必ずしも準専門的

職業に関する労働市場の拡大でもなければ，大学との接続関係の強化でもな

く，また生涯学習ニーズへのプログラムシフトでもない．結局は，新たな進

路や学習需要ではなく，伝統的な18歳の高卒者に対する「完成教育機能」な

いしは「しつけ」の機能なのではなかろうか．

　専門学校のメリットに「教員が熱心」とあるのは，大学・短大を卒業して

改めて専門学校に入学している対象者の回答であるから，若干差し引いて考

える必要があるが，少なくとも専門学校関係者のプライドはそこにある8）．

　結局，施設・設備としては限られているとしても，まさしく相対的にコス

トの低い「教育をする機関」としての需要がそこにあるのではないだろうか．

つまり，広い運動場等が不要であるため，専門学校は，典型的には，大都市

駅前に教室ビルを確保することで，保護者へのアピールとして通学圏域を広

げ，若者へのアピールとして都会というキャンパスでのユースカルチャーを

提供するというのが，地方都市や駅からはやや離れた位置にある短期大学と

の大きな違い，また利点となっているのである．

　教育指導の面では，一般的な4年制大学とは異なり，必修科囲中心のカリ

キュラム編成に対応して，旧任教員がクラス担任となって多数の授業を担当

するとともに，学生の出欠管理などのト～タルな指導を行っており，多くの

専門学校で，こうした「しつけ」が，保護者への重要なアピールとなってい

る．もちろん，この点は，短期大学においても同様であり，厚生労働省の指

定養成施設として認可されている分野では，大学・短大でも選択二二の余裕

がない分だけ，特定の担当教員とのB常的な接触が多くなり，高校教育の延

長として，「社会人」として若者を世に送り出すための「しつけ」を多面的

に展開できる可能性が大きいのではないだろうか．この「しつけ」の機能が

1990年代以後に，特別に注目され，それ故に大学・短大よりも専門学校を選

択するという価値観が拡大したのかどうか，本稿ではまだ仮説の域をでない

ところであるが，先述の東京都専修学校各種学校協会α999b）などのよう

94



専門学校の発展と高等教育の多様化

に「教育機能」が支持されていることは明らかであり，「学校から職業・社

会生活への移行」が1990年代にはば広い社会的関心を集めてきたことも，多

く論じられてきたところである（吉本1998参照）．

　他方，諸条件を総合してみると，専門学校の生き残りの理由には，そうし

た限定された施設や教員などとともに，その機動的な運用を上げることがで

きよう．つまり，専修学校・各種学校は，準学校法人がこれを設置すること

ができ，都道府県での設置審査のもとにある．この基準が大学・短大と比べ

て緩やかであり，弾力的であることが指摘できよう．創設当時については，

全国專修学校各種学校総連合会（1985）が，3，000校以上の各種学校が一丸

となって専修学校へと転換させて移行していくため，設置基準の弾力化をど

のように引き出したのか，興味ぶかいエピソードも残されている9＞．

　（2）卒業生の質のコントロールと中退

　卒一時に，企業・経済社会に適切な質の人材を送り出すことを表看板とす

る專門学校であるが，どのように卒業後社会に出て行くのか，その点での情

報が決定的に限られている．学校基本調査では，「卒業数」「就職者数」「関

連分野就職者数」が明らかになっているだけである．とはいえ，ここから，

ある程度，卒業者の送り出し方を読みとることもできる．

　表3は，卒業者数と2年前の入学者数と比較することで申退率と卒業率を，

また，卒業者数と就職者数を比較することで「無業・その他」の率を算出し

て，進路の一覧表を作成した．短大・大学と比較して，表から明らかなよう

に，専門学校の場合に高い中退率に特徴がある．もちろん，その解釈や評価

には注意が必要である．8割強という卒業率，2割弱の中退率は，一方で入

学者の資質や必修システムによる再履修・留年が困難であるという問題と，

他方で出口での教育成果について質のコントロールがきちんとなされている

という両義的な側面がある．たとえば，「しつけ」を含めた学習指導を徹底

させ，卒業時の企業社会に対する質を保証して就職に結びつけようとする場

合，18歳から20歳くらいの若者の価値観やその背後の若者文化と葛藤を起こ

すこともあるのだろう．反面では，専門学校教育の質が適切に確保されてい

ないことによる中退もあるのだろう．そこから，こうした多様な解釈の可能

性と，それぞれの仮説について実証的なデータを収集して点検・評価すると

いう検討課題が読みとれるわけである．

　ともあれ，実際に拡大している領域は，専門学校2年間の専門士と大学の
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表3　中退および無業などの移行間題 （単位：％）

卒業者のうちの

年 中退率　　卒業率 　　　　　　無業・その他・
A職率　　　進学．不明

専門学校 1985 i5。9　　　84．1 85．2　　　　　　14．8

1990 13。7　　　86，3 88．0　　　　　　12．0

1995 13．6　　　86．4 82．！　　　　　　！7．9

2000 15．1　　　8婆．9 78．2　　　　　　2！．8

就職率　　進学率　無業等の率

短期大学 1985 5．0　　　95，0 80．6　　　　　　　2．9　　　　　　！3．3

1990 4．4　　　95．6 86．9　　　　　　　3．3　　　　　　7．0

1995 3。3　　　96．7 65．3　　　　　　　5．8　　　　　　20．0

2000 7。1　　　92。9 56．0　　　　　　　9．4　　　　　　32．4

大　　学 1985 9．7　　　90．3 79．1　　　　　　　5．9　　　　　　15．0

1990 8．4　　　91．6 82．8　　　　　　　6．8　　　　　　10．4

1995 5．5　　　94．5 68．5　　　　　　　9．4　　　　　　22．！

2000 7．0　　　93．0 56．9　　　　　　！0．7　　　　　　32．4

注！）大学の就職率には臨床研修医を含む．

注2＞短期大学・大学の進学者には就職進学者を含む，

注3）短期大学・大学の無業者等には一帯的な仕事，不明等を含む．

注4）中退率と卒業率は，専門学校と短期大学では当該年の2年前の入学者数を分緑として，当

　　早年の卒：業者数を用いて推計した．

資料出所〉文部科学省『学校基本調沓報告書』各車版より作成．

後期2年間を接続させるというよりも，専門学校の4年制電とダブルで学位

と資格とを修得させるシステムなのである．図4にみるように，修業年限3

年以上の学科が増加しており，これは，厚生労働省の指定養成所規則に基づ

いて3年制を標準とする分野だけでなく，情報処理分野においても3年制以

上の課程が75学科（1990年）から174学科（1999年）へ拡大するなど，情報

処理や社会福祉などの分野でも4年制コースの拡大があることを反映してい

る．4年制コースは，大学通信制課程と連携して，時間的に大学と同じ4年

間，経費的にもほとんど同額の費用で2つの学位・資格を取得するものであ

り，特定の機関間での系列的な連携関係を形成しながら発達している三〇）．

　これに対して，私立大学を蛇心に4年制大学が，生協等と連携して学内で

さまざまの資格講座を開設し，また生協等と連携したアウトソーシングを

行っており，その意味で，大学側と開門学校側の両方から実質的なダブルス

クール化への動きが生じており，競合領域を形成しつつあるといえよう．
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8．専門学校は「高等教育システム」にどのように統合され，成長していくのか？

　（1）高等教育・訓練システムの統合をめぐる政策科学的課題

　倉内（2002）は，21世紀の専門学校の将来構想を，「高等職業教育」の確

立というスタンスから論じている．この「高等職業教育」というのは，高等

教育システムの不可欠のセクターとして，あるいは不可欠のカリキュラム要

素として論じられており，それは，諸外国における資格制度改革の流れと並

行した議論の組み立て方であろうと思われる．

　そして，本稿の検討から明らかになったのは，専門学校の1990年代の拡大

は，高卒若年者への教育訓練が評価されたものとみるべきであり，しかもそ

れは専門職労働市場の成長によるというよりも，若者を社会生活にいかに移

行させるかという社会的，教育的関心によると考えるべきだということであ

る。つまり，専門学校を，「18歳の社会的成熟のための学校」と「生涯学習

のための学校」という2面をもつものとして考えると，前者の「社会生活へ

の移行」支援は，国際的に注目される教育領域の政策課題である．OECD

（2000）では，この問題に対して，14力国参加による国際比較研究の後に，

“From　Initial　Educati◎nむ。　Working　Life”という報告書を発行している．こ

の報告書の最後の結論は，5点ある．
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　ユつ目は，明確に規定された進路や学習の経路（pathways）を設定する

ことである．2回目は，職業的な学習をアカデミックな学習に結びつけるこ

と．3日目は，「危機にある青年たち」のためのセーフティーネットについ

て，追跡研究を始めること．つまり学校からの早期の中退とともに社会から

排除されかねない青年たちがいるため，彼らをきちんとフォローし，サポー

トするということ．つまり，サポートの前提としてフォローして，政策的な

対応を検討するということが：重視される，こういう動きになっている。4つ

欝は，適切なガイダンスと進路情報を提供すること。これは「キャリア教

育」という継続・発展プロジェクトとして手がけられている．そして5日目

が，政策的手段の積極的・効果的な推進体制・プロセスである．こうした結

論を通して，政策課題・研究課題としての重要性が明確になってきたのが，

学位・資格制度の再構築，つまり教育と訓練のグランドデザインなのである

（吉本1998，0琶CD　2002参照）．

　また，専門学校が短大との競争から大学との競合に向けて路線を拡大しつ

つあるなかで，「非大学」としての専門学校を含めて，高等教育・訓練シス

テムのグランドデザインがどのように構想されうるのか，特にその際の行財

政と学習者の負担のあり方をどのように考えるのか，政策科学的な研究が求

められている。

　（2＞20歳代前半までの「社会生活への移行」支援と高等職業教育のビジョ

　　ン

　そこで，本稿では最後に，專門学校を「高等職業教育」としてシステムに

位置づけるという倉内（2002）の提起をふまえて，高等教育のグランドデザ

インに関わる指摘をしておきたい．基本的な視点として，青年期から社会へ

の移行，そして生涯にわたるキャリア形成に関わる学習を充実させていくこ

と，そしてそこに専門学校等の短期高等教育が，いろいろな試行錯誤と可能

性探索の段階，そして社会的接触の最初の段階として重要な役割を果たすと

いう点をまず確認しておきたい．そうするとそのための，教育と訓練，すな

わち普通教育と職業教育，職業能力開発が，個人の主体的な選択の範囲内で，

適切な時期に柔軟に組み合わされて利用可能であること，すなわち記入の知

識・技術・能力形成における幅と深さの両面からその機会が保障されること

が必要である．この適切な時期という場合には，ユ5歳から20歳前後までの，

高校および短期高等教育段階の基礎的教育訓練の重要性，20歳代中盤以後に
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おけるリカレソト教育の重要性を考慮しながら，個人が希望する時期に希望

するタイプの教育訓練を主体的に選択していくことになる．

　大学・短大と専門学校の関係をどう捉えるか，本稿で明らかにしたように，

専門的・準専門的な職業が急激な変貌をとげて，専門的な教育訓練の需要だ

けがいま突如拡大しているというわけではない．それゆえ，普通教育から職

業訓練までを，むしろ高卒若年者を「社会生活へ移行」させるための共通性

のある「完成教育」的機能において把握することが必要なのではないか．そ

うすると，それらの教育と訓練の機会を共通の公財政枠組のもとで提供して

いくことが求められよう．

　くりかえしになるが，高等職業教育を踏まえた生涯学習の体系を構想する

場合，基本となるのは，多様なキャリアを希望している諸個入の教育・訓練

の機会を柔軟にかつ確実に保障することである．高等教育進学率がマス・ユ

ニバーサルの段階に到達した今日，18歳前後の青年の社会への移行を準備す

る教育段階として，専門的ないし職業的な教育は，ある専門的な職業が具体

的に機能しているフィールドを教材として経験することによって，長期的な

視野での職業的将来設計と職業的技能の形成を意図するものとして重要な位

置づけをされるべきものとなる，それゆえ，「社会生活への移行」支援の教

育として，普通教育・職業教育・職業能力開発のそれぞれ独自の価値を明確

に認識しつつ，「学習経路の弾力化」「評価の対等性」「相互の高い透過性」

を備え，かつ統合性をもった高等教育・訓練のシステムを構想していくこと

が望まれるであろう．

◇注

1）著書としては閣口（1990），韓（1996）などがあり，論文としては専門学

　校研究の指導的な立場にある倉内（2000，2002）や，（財）専修学校教育振興会

　の年刊雑誌『専修教育』に掲載されている多くの研究，調査報告，提言等が

　参考になるであろう．

2）特に，文部科学省「学校基本調査」にしても，専門学校の進路動向につい

　て，極めて簡便な印象的なデータしか収集しないのはどういう事情であるの

　か，理解しにくいところである．

3）学歴水準と職業資格を包括的に対応させている代表的事例としてフランス

　の資格水準設定があり，これが今日ではイギリスなどで進められているアカ

　デミックな学位体系と職業資格体系とを統合する動きに影響を及ぼしており，
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　「欧州化」の文脈で注目されている（日本労働研究機構1993，吉本2003）．

4）ホームページ（htもp：／／www．fsk－neも，orjp／，2003年2月最終検索）。

5）通信制の放送大学の2年次，3年次編入の数は，上述の外数であり，2000

年度で2，700名あり，專門学校から大学への接続の最大の受け皿となってい

る。

6）医療からリゾートまで12校を傘下におさめるある三門学校経営者は，次の

ように，大学短大と横並びに高等教育システムの一環として位置づけられて

いく方向への懐疑的な意見を述べている。「私は，個人的には，専門学校を

大学短大と岡様に高等教育機関として位置づけてしまうには問題があるよう

に思います．そもそも専門学校の役割というのは純粋な技術技能教育である

はずです．……私は大学短大とは全く違った役割を担うものとして将来像を

描いていった方がいいんじゃないかと思うんです．補助金をもらうとかいう

ようなこともあまり考えない方がいいんじゃないかという気がします．」（関

口・鳥居・舟本1995，5頁）．この意見の背景に，大学・短大と同等の機能

を果たしていることに対して私学助成の拡大を要求していこうという動きと，

私学助成を通しての質的なコントロールからの自由を求める潜在的な志向性

とが葛藤していることを読みとることができよう．

7）関係者の座談会でも，社会人教育の課題への対応の困難について，「あま

りにもこれまで18歳マーケットが肥沃だったためそこだけで完結してぬくぬ

くやってきた」という反省などが話題となっている（関口・鳥居・舟本1995，

8頁）．

8）文部省『平成10年学校教員統計調査報告書』（1998）を見ると，専門課程

のフルタイム換算教員（兼務教員1入＝本務教員0．05人目換算）1人あたり

の学生数は18．3人であり，これは短大の19。3入や大学学部の18．7人よりも充

実してきていることがわかる．そして，本務教員の週あたり授業担当時間数

は，専門学校で12．7時間であり，短大8．4時間や大学学部所属教員8。6時間

　（学部6．2時間，他学部0．4時間，大学院2．0時間）とは大きな開きがある。

また，学歴をみると，大学院修了者が6．7％しかいないのだが，このことは

結果的に，「研究」を本務の中心におこうとする傾向の強い大学・短大教員

との志向性の違いを生み出すことにもなっていると見ることができよう。た

とえば，奪門学校関係者は教員の教育志向を次のように述べている．「短大

の先生がどんなにがんばっても，教育だけをするというわけにはいかないで

しょう．一部にはいますよ．でも，専門学校の教員は教育が全てですから，

もう勝負は決まっています．」（関口・鳥居・舟本1995，8頁）．

9）全国専修学校各種学校総連合会（1985，33－35頁）では，新しい専修学校

制度成立に際して，学習時間，教員，施設などの設置基準の設定と適用をめ

ぐって，レベル向上と現状への配慮への調整過程が，たとえば以下のように

io◎
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　述べられている．「校舎面積でも特例が認められた．校舎の広さは生徒の人

　数に応じて増やさなければならないが，最低限の面積はどの辺に線を引くか

　という時，工業系の学校などは『200坪以上，妥協しても100坪以下では学校

　ですと大きい顔もできない』と主張したが，多くの校種から『われわれを見

　捨てるつもりなのか』と反対が強くて40坪となり，それも5年間は1割減で

　もよいということで36坪でオーケーとなった．各種学校の基準が35坪なので

　1坪ふえただけといえる。」また，当時の文部省担当者も，こうした基準設

　定において「専修学校法が議員立法でつくられたため，他省庁へ政令づくり

　の相談に回っても自分たちに相談せずに勝手につくった法律：だから，政令も

　勝手につくれなどとケチをつけられましてね」と述懐している．

10）北海道情報大学や入間科学総合大学，産能大学などが，系列の專門学校と

　の問で専門課程と通信教育の学士課程とを併修させるシステムを作っており，

　通信教育の指導も各専門学校職員が行うという機能的な連携をしている場合

　も見られる．そして，学納金にしても，例えば，北海道情報専門学校と北海

　道情報大学でのダブルスクールの場合，専門学校4年制課程の1年間の授業

　料346，000円は，3年制課程の540，000円の4分の3よりもさらに安価になつ

　ている．そして，このばあいの初年度納付金額は，大学通信教育の授業料や

　専門学校の設備費・実習平等を加えても，岡校の3年制課程とほぼ同額であ

　り，また東京都専修学校各種学校協会「平成13年度専修学校各種学校調査統

　計資料」にみる工業分野の年下1，244，000円を下回って設定されている．
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A$ST]asCT

gegversgficktggee ame $tcgeait's eeggkeer EdissckSggee Sysgegre :

 Tke geevegegeggAekg ef Sgeecgkg Trageegeeg CegReges

YGskgtwege, KeaSckg

KytsshM Universdy

   This paper examiRes the developreeRt of special traiAiRg coaleges since the Ia{e

l990s and discusses future directioits fog them. These institutions share sevefal

common features iRciudiflg their vocatioRaa orientatiens, short courses of study,

programs geared toward ad"lt stasdents, an exnphasis oR traRsfer, ascd control by

}ocai government. Despite early predictieits by sofne fesearchers that special

training co}leges would decrease due to anticipated lower figmbers of high schoe}

graduates afld the perceptioit that these institutiofts were fal}backs for studeRts wke

did not earn admissioit into universities, specia} training coX}eges have continged

to grow. Tkey have expanded ftot becattse of the relevanÅíe of their cturiculum for

aft exnerging specialist seciety er because of the prepafation they effer to nGit--

traditioRai iearcers. This paper hypothesizes shat they play a "terminal educatiofl

function," payticular}y in discip}inary traiging, which was formefiy carried out by

high schools. High drep-out rates from these iRstisutions need to be examincd afid

po}icies supporting {ke traRsitioft ef youtk to society shoB}d be deveioped. Yiinally,

a policy research ageftda on inciusive educatien and trainiRg services is proposed.
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